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育児・介護休業法改正に伴うDB規約
の変更について
育児・介護休業法改正に伴うDB規約
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今般、標記につき厚生労働省より連絡がありましたので概要を

ご案内します。

法改正により育児・介護休業の範囲が拡大されること等に伴

い就業規則等が変更されますが、そのためDB規約の変更が

必要なケースとしては以下の２パターンが考えられます。

①実質的な変更は無いが、DB規約上の文言のみ※１の変更が

必要なケース

（加入者期間・給付額算定期間は変更なし） 【届出※２】

②DBの加入者期間・給付額算定期間から育児・介護休業期

間を除外※３しているため、加入者期間・給付額算定期間が

変更となるケース 【承認・認可※２】

※１ 参照条文等の変更。規約上の文言の修正が不要な場合は規約変更不要。

※２ 改正育児・介護休業法は平成22年6月30日に施行されるが、6月30日までに規約変更できない場合は変更
の適用日を6月30日まで遡及可能。

※３ 育児・休業期間を資格喪失させる場合も含む。

ポイントポイント
※ご参考にＤＢ年金以外のお客様にも送信させて頂きます。

法改正のイメージは次頁をご参照
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育児・介護休業制度の見直しについて（イメージ）育児・介護休業制度の見直しについて（イメージ）

出生 １歳 ３歳 就学

育児休業
１歳まで請求できる。保育所に
入所できない等一定の場合は１
歳半まで延長可能

勤務時間短縮等の措置
①勤務時間の短縮
②所定外労働の免除
③フレックスタイム
④始業・終業時刻の繰り上げ下げ
⑤託児施設の設置運営
⑥⑤に準ずる便宜の供与
⑦育児休業に準ずる制度

事業主にいずれかの措置を
講ずることを義務付け

努力義務

子の看護休暇（年５日まで）

法定時間外労働の制限（月２４H、年１５０Hまで）
深夜業の免除

現行 育児

介護

介護休業（対象家族１人につき９３日まで）

勤務時間短縮等の措置
（介護休業とあわせて９３日まで）

出生 １歳 ３歳 就学

育児休業

1歳（両親ともに育児休業を取得した
場合、１歳２ヶ月）まで請求できる。保
育所に入所できない等一定の場合は
１歳半まで延長可能

努力義務

子の看護休暇
（子１人につき年５日まで、年１０日を上限）

法定時間外労働の制限（月２４H、年１５０Hまで）
深夜業の免除

改正後 育児

介護

介護休業（対象家族１人につき９３日まで）

勤務時間短縮等の措置
（介護休業とあわせて９３日まで）

※厚生労働省ＨＰより

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/07/tp0701-1.html

パパ・ママ育休プラス

勤務時間の短縮の措置

所定外労働の免除

勤務時間短縮等の措置（努力義務）
③フレックスタイム
④始業・終業時刻の繰り上げ下げ
⑤託児施設の設置運営
⑥⑤に準ずる便宜の供与
⑦育児休業に準ずる制度

介護休暇
（家族1人につき年５日まで、年１０日を上限）

以上

※ご参考に厚生労働省より示されたペー

パーを次に添付します。

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/07/tp0701-1.html


育児・介護休業法の改正に伴う確定給付企業年金規約の変更手続きについて 

 

平 成 2 2 年 5 月 1 1 日 

厚 生 労 働 省 年 金 局  

企業年金国民年金基金課 

 
 平成 22年 6月 30日の「改正育児・介護休業法」施行に伴い規約変更を行う場合の手続につい
ては以下の通り取り扱うこととする。 
 
（１）当該法令改正に伴い、規約上の文言修正のみを行うもの。 
例）規約中で引用される「介護休暇規定」を「介護休業規定」等に改めるもの。 

確定給付企業年金法施行規則第 7条第 1項第 9号に規定する「内容の実質的な変更を伴わない
事項」として届出により変更することが可能。なお、やむを得ない事情があり、6月 30日まで
に規約変更手続きが完了できない場合に変更の適用日を 6月 30日まで遡及することも可能。 

 
（２）当該法令改正に伴い、加入者期間及び給付算定期間等の算定方法を変更するもの。 
例）法令上新たに追加される介護休暇期間についても各算定期間から除外する旨改めるもの。 

①年金数理人により当該新たに除外する期間について発生率を見込んでいる場合であって、減

額に該当しないと判断された場合。 

確定給付企業年金法第 6 条による承認手続により規約変更を行うこと。なお、やむを得ない
事情があり、6 月 30 日までに規約変更手続きが完了できない場合に変更の適用日を 6 月 30
日まで遡及することも可能。 

 
②年金数理人により当該新たに除外する期間について発生率を見込んでいる場合であって、減

額に該当すると判断された場合。 

確定給付企業年金法施行規則第 6 条による承認手続により規約変更を行うこと。なお、この
場合には変更の適用日を遡及することはできない。 

 
③年金数理人により当該新たに除外する期間について発生率を見込んでいない場合。 

確定給付企業年金法第 6 条による承認手続により規約変更を行うこと。なお、やむを得ない
事情があり、6 月 30 日までに規約変更手続きが完了できない場合に変更の適用日を 6 月 30
日まで遡及することも可能。 

 
（参考）変更内容とそれに対する手続等 

変更内容 手続 遡及の可否 
（１） 届出 可 

① 承認 可 
② 承認(減額手続) 不可 （２） 
③ 承認 可 

 


